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In this research, we developed how to make and concept of “River Basin Map of soil and 
groundwater Contamination Behavior”. So that, the government in charge of managing rivers and 
people can take proper actions collaboratively in river water quality contaminate prevention, risk 
management and restoration stage.

［研究目的及び経緯］
　日本では快適な社会生活を送るために様々な化学
物質が使用され、大気･土壌･水域等へ排出されてい
る。近年では水質事故や土壌汚染判明事例が増加の
傾向にあり、その発生要因は、事故や機械の操作ミ
ス、あるいは違法行為といった人為的で突発的な漏
洩が原因となるケースが多く見られる。また土壌汚
染は、その汚染が地下水や伏流水、公共用水域等へ
影響を及ぼす可能性があり、今後河川管理者は、河
川･湖沼といった表層水の管理と共に、河川近傍を
流れる地下水･伏流水についても、汚染対策手法や
その管理・予防的措置について適切な対応が求めら
れると考えられる。
　本研究では、この土壌・地下水を経由した汚染物
質の水域（河川や湖沼等）への移動について、地下
水流動・化学物質挙動予測等に関する既存の研究成
果やシミュレーション技術等を最大限に活用し、今
後河川管理者が、あってはならない有害化学物質の
環境への漏洩（事故、違法行為、地震による化学物
質漏洩等）に迅速・適切に対応するためのツールと
して、「土壌・地下水汚染対応マップ（詳細は後述
する）」を作成する。本研究はこのマップの作成方
法とその活用事例を提示することで、地下水の化学

物質汚染を介した河川・湖沼汚染の予防的措置・危
機管理手法の提案を目的としている。

［研究内容と成果］
１）検討対象地域とシミュレーションモデルの選定
　地下水の流動は、その地域の地質や土地の勾配、
降水量等によって大きく変化する。そこで検討対象
地域として、低平地河川地域（茨城県谷田川流域）と、
礫床河川で地盤内の透水性が高く、地下水と表層水
のやり取りが活発な地域（多摩川永田地区）の、条
件の異なる２つの地域を選定した。
　２地域における地下水流動・化学物質挙動の把握
･予測には、既存のシミュレーションモデルを活用
した。茨城県谷田川流域では、既に同地域で水循環
に関する調査･研究の実績を有する、土木研究所水
災害・リスクマネジメント国際センター水文チーム
の協力の下、同チームが開発したWEPモデルを適
用した。また多摩川永田地区については、３次元多
相流流れを計算する事が可能な GETFLOWS ※を
適用した。

２）検討対象化学物質の選定
　検討対象化学物質は図―２のような流れで選定した。
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　まず第１次選定として、土壌汚染対策法で基準値
が設定されている物質や人の健康の保護に関する環
境基準対象物質と、水生生物保全に関する環境基準
物質である全亜鉛、その他 PRTR において土壌へ
の排出及び事業所敷地内の埋立処分量の多い上位物
質等から 34 物質を選定した。
　この物質について現地調査を実施した。調査は谷
田川流域で４箇所、多摩川永田地区で４箇所（うち
１点は河川水）の、合計８箇所で実施した。その結
果、環境基準値が定まっている物質は、硝酸性窒素
以外が非検出か検出されても基準値を下回る結果で
あった。硝酸性窒素については複数の地点で高い値
が検出されたが、長期に渡る面源負荷が主な原因と
考えられ、このような事象については、流域スケー
ル内の水・物質循環管理等といった、別の観点から
のアプローチが必要であり、点源汚染対策を目的と
する本研究の対象から除外した。また、エチレング
リコール（凍結防止剤等）やヒドラジン（農薬の原
料）等が検出されたが、これらの物質は明確な基準
値が定まっていない物質のため、その存在は確認し
たものの、緊急に対策が必要ではないと判断した。
　次に第１次選定した物質の中から、本研究の目的
である点源的な突発的汚染が想定され、かつ現時点
でその毒性等がある程度解明されている物質（環
境基準値が定められている）として、第１種及び
第２種特定有害物質を選定した。ここで上記まで
に選定した物質を、土壌･地下水中の移動形態とい
う観点から、【①重金属】【② LNAPL（VOC のう
ち、水に溶けにくく、比重が水より軽いもの）】【③
DNAPL（水に溶けにくく、比重が水より重いもの）】
という、３つのグループに分類した。更に環境省で
実施された平成 14 年度の土壌汚染事例調査を基に、
各グループで最も汚染事例数の多かった物質を抽出
して、検討対象化学物質とした。その結果、【①砒素】
【②ベンゼン】【③トリクロロエチレン】を選定した。

３）土壌・地下水汚染対応マップの作成
　２流域について、各プログラムを用いて地下水の

流動状況を計算した結果、低平地河川に比べ礫床河
川の方が、活発に地下水が流動しているとの算定結
果を得た。そこで、万が一突発的な汚染が起こった
際に、汚染の拡散が早く、河川等の表層水まで到達
する時間が短いと考えられる、礫床河川地域（本研
究中では多摩川永田地区）をマップ作成対象地域と
して絞り込んだ。
　本マップでは、地下水流動・化学物質挙動予測計
算結果を基に、検討対象地域における地下水の流動
状況や、対象化学物質の汚染拡散状況を、コンター
や流線ベクトル線を用いてわかりやすく表示した。
また汚染源から対象物質が河川へ到達するまでの時
間を計算し、その結果をコンター図で表示すると共
に、土地利用状況や地形･地質構造、PRTR データ
等の情報を整理し、計算結果と共に各情報をレイ
ヤーとして表示することにより、任意の情報を重ね
合わせて表示できるようにした。例えば図－３は、
ある濃度の砒素が河川へ到達するまでの時間をコン
ター表示し、地形図と重ねたものである。この地域
では、汚染発覚から対処までの時間が 50 日かかる
とすると、本マップで到達時間が 50 日かかる範囲
をコンター表示し、その範囲を重点管理（監視）エ
リアとして設定したり、また将来的に対処までの時
間が 30 日になった場合、重点管理エリアを 30 日の
範囲まで狭めたりといった、より具体的な管理手法
の検討が可能となる。

［成果の活用］
　本研究で作成したマップとその作成法及び使用方
法は、上記のように、今後河川事務所等で新たに土
壌・地下水汚染を考慮した河川管理を検討する際の
基本的知見として活用することが出来る。

※登坂　博行、小島　圭二、三木　章生、千野　剛司：
地表流と地下水流を結合した３次元陸水シミュ
レーション手法の開発：地下水学会誌　第 38 巻
第４号　1996 年　等を参照

図―２：対象化学物質の選定手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１次選定：【水域へ出た後の水環境への影響】が懸念される物質

選定した検討対象地域において、緊急に対策が必要と考えられる物質

その物質を検討対象物質とする本研究の対象である、事故や違法行為による
【点源的で突発的な汚染が想定される物質】で
あり、かつ現時点で環境基準値が定まっている
ものを優先して選定

【土壌･地下水中の移動形態】という観点から物質をグ
ループ分けし、各グループから物質を選定する事で、将
来検討対象物質が増えても対応できるようにする

過去の土壌汚染調査で基準超過事例の原因物質となった件数が多い（＝【今後も事故
等により汚染が起こる可能性が高い】）順で各グループの物質を優先付け

各グループの中から代表物質を選定

ないない あるある
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図―３：土壌・地下水汚染対応マップの活用例 

この線の内側で汚染がある

と、５０日以内に物質が河

川に到達してしまう。
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